「桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託」の
実施事業者に係る公募型プロポーザル
≪　様　式　集　≫

桑　名　市
目　　　　　　　　　次
様式第１号 ・・・・仕様書等に関する質問書
様式第２号 ・・・・参加申込書
様式第３号 ・・・・会社概要
様式第４号 ・・・・誓約書
様式第５号 ・・・・「桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託」の
実施事業者に係る公募型プロポーザル企画提案書（表紙）
様式第６号 ・・・・参考見積書
様式第１号
令和　　年　　月　　日
仕様書等に関する質問書
（宛先）桑名市長
住　　　　所　
会　 社　 名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
このことについて、次のとおり質問します。

件名：桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託
	
	資料名
	ページ数
	質問内容

	1
	
	
	

	2
	
	
	

	3
	
	
	


回答は、令和７年４月11日（金）までに本市ホームページに提示予定

連絡担当者
所属
氏名
電話
　E-mail
様式第２号
令和　　年　　月　　日
参　加　申　込　書
（宛先）桑名市長
住　　　　所　
会　 社　 名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　
次の件について、提案資格の要件を満たしていることを確認した上で、プロポーザルの参加を申し込みます。
件名：桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託
１　参加意向申出者
	商号又は名称
	

	代表者職 氏名
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	担当者所属
	

	担当者氏名
	（フリガナ）

	
	

	住　　　　所
	〒　　　－　　　　


	電 話 番 号
	ＴＥＬ　　　　　　　－　　　　　　－

	電子メールアドレス
	　　　　　　　　＠


添付書類
参加申込書と合わせて、各納税証明書を添付してください。
・国税及び地方税の未納税額がないことの証明書（過去１年間分）【コピー可】
・登記事項証明書または代表者の身分証明書【コピー可】
・印鑑（登録）証明書【コピー可】
※当市の入札参加資格者名簿に登録されている者は、国税及び地方税の未納税額がないことの証明書のみの提出とします。ただし、三重県市町総合事務組合において、令和４～７年度入札参加資格審査の更新手続き、又は新規登録手続きを完了している者は、各種証明書の提出は不要です。
様式第３号
会　社　概　要

	会社名
	

	所在地
	

	代表者氏名
	
	創立年
	

	資本金
	千円
	従業員数
	

	業務内容や
業務実績


	


※パンフレット等会社の概要が分かるものがあれば添付してください。
様式第４号
令和　　年　　月　　日
誓　約　書
（宛先）桑名市長
住　　　　所　
会　 社　 名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
下記の資格要件については、事実と相違ないことを誓約します。
記
(1)　地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しないこと。
(2)　事業予定者（契約相手先候補者）となった場合は、速やかに桑名市入札参加資格者名簿に登録すること。
(3)　参加申込書提出期限の日以降において、本市から指名停止処分を受けていないこと。
(4)　参加申込書提出期限の日以降において、暴力団等排除措置要綱に基づく入札からの排除措置を受けていないこと。
(5) 参加申込書提出期限の日以降において、会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。
(6)　国税及び地方税を滞納していない者
様式第５号
令和　　年　月　日
「桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託」の
実施事業者に係る公募型プロポーザル 企画提案書
正・副　（いずれかに〇）
（宛先）桑名市長
住　　　　所　
会　 社　 名

代表者氏名
（副本には社名の記載をしないこと）

　　
次の件について、提案書を提出します。
件名：桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託
様式第６号
令和　　年　　月　　日
参考見積書
（宛先）桑名市長
住　　　　所　
会　 社　 名

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
件名：桑名市外国人支援プラットフォーム事業　業務委託
上記の件について、桑名市契約規則を遵守し、仕様書等熟知のうえ、下記の金額をもって見積りします。

金　額
	
	百万
	
	
	千
	
	
	円

	
	
	
	
	
	
	
	


（注1）金額は訂正しないこと。

（注2）記載する金額は、見積った契約希望金額の110分の100に相当する金額を記載すること。
（消費税等抜きの金額）
